
（平成２２年９月２９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 11 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認岡山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岡山国民年金 事案 767 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年４月から 10 年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10年３月まで 

20 歳になる前に実家に国民年金の加入の案内文書が届いた。当時は親元

を離れて学生生活を送っており、両親の経済的な負担も大きかったので、

母親が実家の所在する市（支所）で国民年金保険料の免除申請を行った。

翌年以降も市から免除申請の案内文書が届き、母親が免除申請を行ってい

たが、申立期間については届かなかった。そのため、母親が市役所（支

所）に出向いて申立期間の国民年金保険料について免除申請を行った。そ

れにもかかわらず、この期間が免除期間となっていないのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、大学生であった申立人は、申立期間直前の平成

７年２月から９年３月までの国民年金保険料が免除されているが、申立期間

については未納となっている。申立期間の国民年金保険料について免除を受

けるには、免除申請を行う世帯に係る平成８年の所得が免除の基準を満たし

ているか否かを審査することとなるが、申立人の世帯に係る同年の所得は、

申立人の両親の厚生年金保険に係る標準報酬月額から判断し、７年のそれを

下回っていることが推認でき、申立期間の国民年金保険料については、免除

の基準を満たしていたものと考えられる。 

また、申立人の世帯の所得が前年より減少しているにもかかわらず、申立

人の母親が申立期間の国民年金保険料について免除申請を行わなかったとは

考え難い。 

さらに、申立てに係る市は、「前年度に国民年金保険料を免除されていた

学生に対しては、当該年度についても免除申請書を送付していた。」と回答



                      

  

しているが、それまで届いていた免除申請書が申立期間の当初に届かなかっ

たため、申立人の母親が市役所（支所）に出向いて免除申請を行ったとする

申立人の主張に不自然な点は見受けられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料について免除されていたものと認められる。 



             

  

岡山厚生年金 事案 1044 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 13年 12 月１日から 15年９月１日まで

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社における同

期間の標準報酬月額に係る記録を 26万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間①のうち、平成 15年９月１日から 19年２月 11日までの標

準報酬月額及び申立期間②から⑨までの標準賞与額については、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない記録とされて

いるが、申立人は、その主張する標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与及び賞与から控除されていたと認められるこ

とから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の

特例等に関する法律に基づき、申立人のＡ社における申立期間①のうち、15

年９月から 19 年１月までの標準報酬月額を 26 万円とし、申立期間②から⑨

までの標準賞与額を、15年７月 31日は 20 万円、同年 12月 25日、16年７月

31 日、同年 12 月 25 日、17 年７月 31 日、同年 12 月 25 日及び 18 年７月 31

日は 15万円、同年 12月 25日は 14万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年５月１日から 19年２月 11日まで 

             ② 平成 15年７月 31日 

③ 平成 15年 12月 25日 

④ 平成 16年７月 31日 

⑤ 平成 16年 12月 25日 

⑥ 平成 17年７月 31日 

⑦ 平成 17年 12月 25日 

⑧ 平成 18年７月 31日 



             

  

⑨ 平成 18年 12月 25日  

給与明細書を確認したところ、給与支給月額より低い額で標準報酬月額

が記録されおり、この標準報酬月額に基づく厚生年金保険料より多くの保

険料が控除されている。 

また、平成 15 年以降は、毎年、７月及び 12 月に賞与が支給されている

にもかかわらず、その記録が無い。 

預金通帳に記載されている振込記録からも支払があったことは明らかな

ので、これらの記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額及び申立人の報酬額のそれぞれに見合う標準報酬月額及

び標準賞与額の範囲内であることから、記録の訂正等を行う場合は、これ

らの標準報酬月額及び標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

２ 申立期間①のうち、平成 13 年 12 月１日から 18 年 12 月１日までの期間

及び 19 年１月１日から同年２月 11 日までの期間については、平成 18 年

12 月分の給与明細書、課税台帳、源泉徴収票等から推認し、13 年 12 月か

ら 18 年 11 月までの期間及び 19 年１月の標準報酬月額を 26 万円に訂正す

ることが必要である。 

また、申立期間①のうち、平成 18 年 12 月１日から 19 年１月１日まで

については、申立人が所持する平成 19 年１月分の給与明細書において確認

できる保険料控除額から、18 年 12 月の標準報酬月額を 26 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立てに係る報酬月

額を社会保険事務所（当時）に対し誤って届出を行い、また、当該申立て

に係る厚生年金保険料についても、過少な納付であったことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 

３ 申立期間②から⑨までについては、平成 19 年１月分の給与明細書、預金

通帳、源泉徴収票等から、申立人は申立てに係る事業所から賞与の支払を

受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが推認

でき、当該期間の標準賞与額については、平成 15年７月 31日は 20万円、

同年 12月 25日、16 年７月 31日、同年 12 月 25日、17年７月 31日、同年

12 月 25 日及び 18 年７月 31 日は 15 万円、同年 12 月 25 日は 14 万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、申立人の標準賞与額に基づく厚生年金保険料の事業主による納付

義務の履行については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した



             

  

後に、事業主が申立期間当時に事務手続を行っていなかったとして届出を

行っていること、また、当該賞与に係る厚生年金保険料についても、納付

していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立人に係る

申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

４ 一方、申立期間①のうち、平成３年５月１日から 13 年 12 月１日までの

標準報酬月額については、申立人は給与明細書を所持しておらず、事業主

からの回答も得られない。 

  また、上記期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料が事業主により給与から控除されていることをうかがわせる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、平成３年５月１日から 13 年 12 月１日までについて、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。  



             

  

岡山厚生年金 事案 1045 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成 18年４月１日から同年９月１日までの

期間及び 19年３月１日から同年９月１日までの期間について、その主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認められることから、申立人のＡ社における同期間の標準報酬月額に係

る記録を、それぞれ、18年４月から同年８月までの期間及び 19年３月から

同年８月までの期間は 18万円に訂正することが必要である。 

また、申立人は、申立期間②から④までについて、その主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めら

れることから、申立人のＡ社における同期間の標準賞与額に係る記録を、そ

れぞれ、平成 18年７月 31日は５万円、同年 12月 25日は７万 8,000円、19

年７月 31日は９万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額及び標準賞与額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住    所 ：  

           

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18年４月１日から 19年９月１日まで 

         ② 平成 18年７月 31日 

         ③ 平成 18年 12月 25日 

         ④ 平成 19年７月 31日 

給与明細書に記載されている厚生年金保険料控除額と会社が納付してい

る厚生年金保険料額とが異なっており、直近の２年分は会社が訂正を行っ

たが、それ以前の記録については訂正されておらず、賞与については届出

がなされていないので、厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額及び標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂



             

  

正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額及び申立人の報酬額のそれぞれに見合う標準報酬月額及

び標準賞与額の範囲内であることから、記録の訂正等を行う場合は、これ

らの標準報酬月額及び標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

２ 申立期間①のうち、平成 18 年４月１日から同年９月１日までの期間及び

19 年３月１日から同年９月１日までの期間の申立人の標準報酬月額につい

ては、申立人が所持する給与明細書において確認できる厚生年金保険料控

除額に見合う標準報酬月額から、18 年４月から同年８月までの期間及び 19

年３月から同年８月までの期間は 18万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立てに係る報酬月

額を社会保険事務所（当時）に対し誤って届出を行い、また、当該申立て

に係る厚生年金保険料についても、過少な納付であったことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 

３ 申立人が所持する賞与明細書から、申立人は、申立期間③及び④につい

て、申立てに係る事業所から賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたと認められる。 

また、申立人の上記期間の標準賞与額については、賞与明細書において

確認できる保険料控除額から、平成 18 年 12 月 25 日は７万 8,000 円、19

年７月 31日は９万 7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が上記期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所に

行っておらず、また、当該賞与に係る保険料を納付していないと認めてい

ることから、これを履行していないと認められる。 

４ 申立人に係る源泉徴収票及び申立人の預金通帳に記載された賞与振込額

から、申立人は、申立期間②について、申立てに係る事業所から賞与の支

払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと推認

できる。 

また、申立期間②の標準賞与額については、源泉徴収票及び上記通帳に

記載された賞与振込額から推認し、５万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所

に行っておらず、また、当該賞与に係る保険料を納付していないと認めて

いることから、これを履行していないと認められる。 

５ 一方、申立期間①のうち、平成 18 年９月１日から 19 年３月１日までに

ついては、社会保険庁（当時）が記録する標準報酬月額は、申立人が所持

する給与明細書により確認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬

月額と一致することから、当該記録を訂正する必要は認められない。 



             

  

岡山厚生年金 事案 1049 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者

資格の取得日に係る記録を昭和 36 年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を１万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年 11月１日から同年 12月１日まで 

株式会社Ｂ社の事業縮小に伴い、私を含む同事業所の従業員 10 人全員

がＡ社に移籍した。その際も継続して勤務しており、給与も支給されてい

たので、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂ社の取締役であり、その後、Ａ社の財務部長を務めた申立人の

当時の上司は、「株式会社Ｂ社が解散することとなり、私の友人が社長であ

ったＡ社に株式会社Ｂ社のすべての従業員を移籍させた。申立人は、申立期

間中も継続して勤務し給与を支払われ、厚生年金保険料も控除されていたは

ずである。」と証言している。 

また、当時の同僚は、「昭和 36 年 11 月には申立人はＡ社に先行して移籍

し勤務しており、給与も支給されていた。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、Ａ社に継続

して勤務しており、同期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 36 年 12 月の記録から、１万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを推認できる関



             

  

連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所(当

時)に対して行ったか否かについては、これを推認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 



                      

  

岡山国民年金 事案 768 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 45年３月まで     

父親が 36 歳で亡くなったため自分も長生きできないと思い国民年金に

加入していなかった。その後、妻からの勧めもあり、国民年金に加入する

こととした。国民年金の加入手続と国民年金保険料の納付のため、妻に市

民センターへ行ってもらった。過去 10 年分の保険料として５万円を支払

った際、職員から年金額が夫婦同じ額になるとの説明を受けた記憶がある

と妻から聞いた。当時は自営業も順調で、国民年金保険料をまとめて納付

することはできた。納付記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 47 年２月に払い出されており、申

立人は、このころに申立期間直後の 45 年４月にさかのぼって国民年金に加入

し、同月から 47 年３月までの国民年金保険料を一括して納付しており、未加

入期間の解消に努めたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人は昭和 45 年４月にさかのぼって国民年金に加入し、

同月以降の国民年金保険料を納付することで、60 歳到達時の納付月数は＊月

となり年金受給権を取得する見込みを確保しており、申立期間の国民年金保

険料を特例納付により納付する合理的な理由は見当たらない。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を特例納付により申立人が居

住する市の市民センターで納付したと主張するが、同市は、「特例納付によ

る国民年金保険料は収納していなかった。」と回答している。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めること

はできない。 



                      

  

岡山国民年金 事案 769 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年９月から平成２年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年９月から平成２年９月まで     

結婚が決まった平成２年９月ごろ、父親から市役所（支所）で国民年金

の加入手続を行い、２年分の国民年金保険料を納付したと聞いた。国民年

金の加入手続、保険料の納付とも両親に任せていたので当時の状況は分か

らないが、両親が市の職員から２年分はさかのぼって納付することが可能

だとアドバイスを受け、納付したと聞いた。申立期間の国民年金保険料が

未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は平成３年４月に払い出されており、申立

人はこのころに国民年金に加入したと推認されるが、この時点では、申立期

間の一部（昭和 63 年９月から平成元年３月まで）の国民年金保険料は時効に

より納付することができない。 

また、平成２年９月ごろに申立人に係る国民年金の加入手続を行ったとす

る申立人の父親は、国民年金手帳の交付を受けた記憶が無いなど、申立人に

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

さらに、申立人が国民年金に加入したとみられる平成３年４月時点では、

申立期間の一部（平成元年４月から２年３月まで）の国民年金保険料は過年

度保険料となるが、通常、市町村は過年度保険料を収納することはなく、申

立てに係る市でも、過年度納付は収納していなかった旨回答している。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める



                      

  

ことはできない。 



                      

  

岡山国民年金 事案 770 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年７月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年７月から 53年３月まで 

昭和 53 年３月に、事業所を退職した 51 年７月までさかのぼって国民年

金に加入し、53 年３月までの国民年金保険料をまとめて支払ったが、51

年７月から 53 年２月までは未加入期間とされ、同年３月については未納

期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 オンライン記録から、申立人は、申立期間中の昭和 53 年３月に国民年金に

任意加入（再加入）していることが確認できるところ、申立期間において国

民年金の任意加入の対象者であった申立人は、同期間（昭和 53 年３月を除

く。）にさかのぼって国民年金に加入することはできない。 

 また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を昭和 53 年３月ごろにまとめ

て納付したと主張しているが、その納付金額についての記憶は定かで無い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。  



                      

  

岡山国民年金 事案 771 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年３月 

昭和 62 年４月ごろ、居住する市から国民年金の納付書のようなものが送

られてきた。市役所の支所で説明を求めたところ、昭和 62 年３月 21 日に

事業所を退職し、同年４月１日に再就職したのであれば、同年３月の国民

年金保険料を納付する必要があると言われ、それを納付した記憶があるの

で、申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金の加入手続を行った記憶が無い上、申立人が居住する市

に申立人に係る国民年金被保険者名簿は無く、申立人に国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人の転職に伴い、申立人の妻に係る昭和 62 年３月の被保険者資

格は、国民年金の第３号被保険者から第１号被保険者に種別変更され、その

妻に係る同月の国民年金保険料が同年５月に納付されているが、申立人及び

その妻にはこれを納付した記憶は無く、申立人は、この納付された申立人の

妻の国民年金保険料を申立てに係る保険料と誤認している可能性がある。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                      

  

岡山国民年金 事案 772 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年８月から 59 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年８月から 59年３月まで     

昭和 59 年３月に大学を卒業した直後に、20 歳以降の国民年金保険料を

納付するよう実家に請求書が届いたことから、母親が私の仕送り用の口座

に請求された金額を入金し、私が当時居住していた市の窓口でそれを納付

したと思うので、納付記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 61 年２月ごろに払い出されており、

申立人は、このころに国民年金に加入したものと推認されるが、その時点で

は、申立期間の一部（昭和 56 年８月から 58 年 12 月まで）の国民年金保険

料は時効により納付することができない上、申立期間当時、国民年金の任意

加入の対象者（学生）であった申立人は、同期間にさかのぼって国民年金に

加入することはできない。 

また、申立人は国民年金の加入手続を行った記憶はないと述べている上、

申立人が所持する年金手帳にも申立人が初めて国民年金に（強制）加入した

日は昭和 59 年４月１日と記録されており、申立期間の国民年金保険料を納付

するよう請求書が届いたとする申立内容には不自然さが見受けられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1046（事案 60の再申立てを含む。） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 31年３月 29日から 35年 10月ころまで 

② 平成５年３月４日から７年７月１日まで 

申立期間①については、公共職業安定所の紹介により昭和 28 年 12 月１

日にＡ社に入社し、会社が倒産する 35 年 10 月ころまで勤務していたにも

かかわらず、31年３月 29日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、その

後未加入となっているのは納得できない。 

申立期間②については、平成５年３月４日から勤務していたＢ社の厚生

年金保険の加入記録について、以前申立てをしたが認められなかった。今

回新たに、当時の同僚が勤務実態について証言してくれることとなったの

で、再度申し立てる。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録によると、Ａ社が、厚生年金保険の適用事業所でなくなっ

た昭和 34 年６月１日に同社における厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

ている 17 人全員が、同日にＣ社における被保険者資格を取得している上、

Ｃ社に係る商業登記簿から、同社の代表取締役は、Ａ社のそれと同一人であ

ることが確認でき、Ｃ社はＡ社の後継会社であると推認できるが、申立人は、

「Ｃ社を知らない。」と述べており、Ａ社が適用事業所でなくなった昭和 34

年６月１日以降、Ｃ社に勤務していなかったことがうかがわれる。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に加入記録がある

従業員のうちの一人は、「入社した昭和 31年７月ころには申立人はいなかっ

たが、他の従業員から申立人が以前在籍していたと聞いたことがある。」と

証言しており、別の従業員は、「入社した昭和 31 年 10 月ころには、申立人

はいなかった。私が入社した際の求人は、申立人が辞め人員が足りなくなっ

たためだと聞いたことがある。」と証言している上、Ａ社において申立期間

①中に厚生年金保険の被保険者資格を取得している者のうちの５人（上記証

言者を除く。）は、「申立人を知らない。」と証言している。 

さらに、申立人は上記の証言を行った従業員について、Ａ社にはいなかっ



                      

  

た旨供述しており、申立人は、昭和 31 年７月以降、同社に勤務していなか

ったことがうかがわれる。 

加えて、申立人が、昭和 31年 3月 29日から同年７月１日までの間にＡ社

に勤務していたことをうかがわせる証言等は得られない。 

このほか、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料が給与から控除され

ていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

２ 申立期間②に係る申立てについては、ⅰ）事業主が申立人の給与から厚生

年金保険料を控除していることを確認できる給与明細書等の資料は無い、

ⅱ）申立期間②において国民年金に加入し、保険料を免除されている、ⅲ）

Ｂ社は、既に全喪しており、申立内容を確認できる関連資料等は見当たらな

いとして既に当委員会の決定に基づく平成20年６月20日付けの年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、同僚二人が勤務の実態について証言をするとして再度申

し立てているが、その同僚からは、申立人のＢ社における勤務期間や厚生年

金保険の適用等についての証言を得ることはできず、ほかに当委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1047 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間  ： 昭和 26年４月 20日から 28年６月１日まで 

昭和 26 年４月 20 日ごろ、新設間もないＡ事業所に就職し、28 年５月ご

ろまで看護婦（師）として勤務した。年金事務所の年金加入記録回答票によ

ると、同病院における厚生年金保険の被保険者記録が無いとされているが、

同病院に勤務していたことは間違いなく、申立期間の記録が無いことに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ事業所を退職した後に勤務したＢ事業所が保管する申立人の人

事記録から、申立人は、昭和 26 年４月 12 日から 28 年５月 18 日までＣ事業

所に看護婦として勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｃ事業所の厚生年金保険の新規適用年月日は昭和 26年５月

１日であり、申立期間の一部（昭和 26 年４月 20 日から同年５月１日までの

期間）においてＣ事業所は、適用事業所ではなかったことが確認できる上、

適用事業所となって以降の申立期間（昭和 26 年５月１日から 28 年６月１日

まで）における同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人

の記録は見当たらない。 

また、同僚の証言から、Ｃ事業所の理事や事務職員は、申立期間中に厚生

年金保険の被保険者資格を取得しているが、医師や看護婦等の職種の従業員

は、昭和 28年９月１日の厚生年金保険法の改正により「疾病の治療、助産そ

の他医療の事業」が適用対象の業務となるまでは、同資格を取得していない

ことが推認できる。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を給与から控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ



                      

  

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1048 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月 25日から 52年２月 11日まで 

昭和 48 年２月 26 日に入社したＡ社は経営不振のため 51 年 11 月に経営

者が代わりＢ社となったが、私は、引き続き勤務していた。当時、経理を担

当しており、厚生年金保険料も引き続き給与から控除されていたにもかかわ

らず、同年 11月から 52年１月までの厚生年金保険の加入記録が無いのは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、申立期間において、Ｂ社（Ａ社の後継会社）

に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社が初めて厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和

52年２月 12日であり、同事業所は申立期間においては適用事業所でなかった。 

   また、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されて

いる 29 人のうち、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 51 年

11 月 25 日以前に被保険者資格を喪失している７人を除く 22 人は、申立人と

同じく、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日に被保険者資格を喪

失し、Ｂ社が適用事業所となった 52年２月 12日に被保険者資格を取得してお

り、申立期間における申立人の厚生年金保険被保険者記録が無いことについて、

不自然とまではいえない。 

さらに、申立人は、「厚生年金保険関係の業務は、上司である部長が行って

いた。」としているが、その部長は、既に死亡しており、証言を得ることはで

きない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を給与から控除されていたこ

とをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主に



                      

  

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



                      

  

岡山厚生年金 事案 1050 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年４月から同年８月まで 

Ａ社Ｂ事業所に学徒動員として勤め、学校を卒業した昭和 20年４月から

終戦まで旋盤工として勤務したが、このうち、申立期間の加入記録が無いこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚４人のうち一人は、Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険

厚生年金保険被保険者名簿に加入記録があることから、勤務期間を特定するこ

とはできないが、申立人が同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立期間中に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているＡ

社Ｂ事業所の従業員 270人のうち連絡が取れた 19人は、「申立人のことを知ら

ない。」と証言しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況は不

明である。 

また、上記の被保険者名簿には、申立人が名前を挙げている同僚３人の記録

は無く、当時の従業員（複数）は、「昭和 20 年４月に入社した後、約３か月間

の見習い期間終了後に配属が決まって、厚生年金保険には同年７月に加入した

ことになっている。」と証言しており、Ａ社Ｂ事業所の事業主は必ずしも採用

と同時にすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけではなかった

ことがうかがえる。 

さらに、上記の被保険者名簿に、申立期間に係る申立人の記録は無く、健康

保険整理番号の欠番も無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。



                      

  

 

岡山厚生年金 事案 1051 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年７月１日から同年 12月末日まで 

昭和 34年９月１日から 35年 12月末までＡ事業所Ｂ部の図書館に司書と

して勤務し、同じ時期に勤務していた他の職員と同様に給与から厚生年金保

険料が控除されていた。しかし、厚生年金の加入記録は、昭和 34年９月か

ら 35年６月までとなっており、同年７月１日から同年 12月末までの記録が

無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が保管する申立人に係る履歴書（人事記録）から、申立人が昭和

34 年７月１日から 36 年１月 15 日まで事務補助として同事業所に在籍してい

たことが確認できる。 

しかしながら、申立期間中に厚生年金保険の被保険者資格を取得しているＡ

事業所の職員（４人）からは、申立人の厚生年金保険の加入、保険料控除に係

る証言は得られなかった。 

また、Ａ事業所は、「申立人の厚生年金保険の加入状況や保険料控除の状況

については、当時の資料が無く不明である。」と回答している。 

さらに、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人の

健康保険被保険者証が昭和35年７月13日に返納されていることが確認できる。 

加えて、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が給与から控除されていた

ことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

 

岡山厚生年金 事案 1052 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

 １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月１日から同年９月１日まで 

         ② 昭和 36年９月 16日から 43年 12月１日まで 

昭和 36年４月から 43 年 11月まで勤務したＡ社及びＢ社Ｃ支店に係る厚

生年金保険の被保険者記録については、脱退手当金が支給されたこととなっ

ているが、これを受給した覚えは無く、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由    

Ｂ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人に脱退手

当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されているとともに、Ａ社

及びＢ社Ｃ支店において勤務した期間に係る脱退手当金は支給額に計算上の

誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人が昭和 57 年４月１日に申立てに係る事業所に再就職した際、

厚生年金保険の記号番号が新たに付番されていることから、申立期間について

脱退手当金が支給されていると考えるのが自然である上、申立人は、Ａ社を退

職した 43年 11月 30日以降、51年４月までの約７年半、国民年金などの公的

年金に加入しておらず、退職時において申立期間を通算して確保しようとした

意思を有していたとは考え難い。 

さらに、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶が無いというほ

かにこれを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


